
 

うるま市告示第１５６号 

 うるま市従業員成長応援支援金給付要綱を次のように定める。 

 

  令和８年９月７日 

うるま市長 中村 正人  

 

うるま市従業員成長応援支援金給付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この告示は、物価高騰により厳しい状況にある市内事業者の生産性の向上、

人材確保及び賃上げ原資の確保を図るため、市内事業者が負担する従業員の資格、

免許及び技能等（以下「資格等」という。）の取得に要する経費に対し、予算の範

囲内において、うるま市従業員成長応援支援金（以下「支援金」という。）を給付

するものとし、うるま市補助金等交付規則（平成１７年うるま市規則第４７号）に

定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

 （支援金の対象者） 

第２条 支援金の給付対象となる者（以下「対象者」という。）は、市内に事業所

（支店・工場等を含む。以下同じ。）を有し、当該事業所に常勤で勤務する資格等

を取得しようとする従業員（外国人労働者にあっては、出入国管理及び難民認定法

（昭和２６年政令第３１９号）に規定する特定技能の在留資格を有する者に限る。

以下同じ。）を雇用する事業者とする。 

 

（支援金の対象となる資格） 

第３条 支援金の給付対象となる資格等は、次の各号のいずれかに該当するものとす

る。ただし、汎用性、趣味性の高い資格等は対象外とする。 

 （１） 事業を経営する上で取得する必要がある資格等であること。 

 （２） 事業の経営に関係し専門性のある資格等であること。 

 



 

（支援金の対象経費） 

第４条 支援金の給付対象となる経費（以下「支援金対象経費」という。）は、資格

等の取得を図るために事業者が負担する経費であって、別表のとおりとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に該当する場合は、支援金対象経費の対象と

しない。 

 （１） 他自治体、団体等からこの告示と同趣旨の補助金又は給付金等を受けると

き。 

 （２） 第２条に規定する従業員が資格等を取得できなかったとき。 

 

（支援金の額等） 

第５条 支援金の額は、支援金対象経費に相当する額とし、従業員１人につき１回限

り１０万円（１，０００円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとす

る。）を上限とする。 

 

 （支援金対象期間等） 

第６条 支援金の対象となる資格等は、令和８年４月１日から令和９年２月２８日ま

でに取得したものとする。 

 

（支援金の給付申請等） 

第７条 支援金の給付を受けようとする対象者（以下「申請者」という。）は、従業

員成長応援支援金給付事業給付申請書兼請求書（様式第１号）に次に掲げる書類を

添えて市長に提出しなければならない。 

（１） 資格等の受験又は受講したことが確認できる書類 

（２） 資格等の取得に要した経費を事業者が負担したことが確認できる書類 

（３） 資格等の取得が確認できる書類 

（４） 常勤で勤務する従業員であることが分かる書類 

（５） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 前項に規定する給付申請の受付期間は、この告示の施行の日から令和９年３月１

２日までとする。 



 

３ １事業者につき申請できる人数は５人までとする。 

 

（支援金の給付決定） 

第８条 市長は、前条に規定する申請があった場合は、給付の可否を決定し、その旨

を従業員成長応援支援金支給・不支給決定通知書（様式第２号）により、申請者に

通知するものとする。 

 

（支援金の給付） 

第９条 市長は、前条の規定により支援金の給付を決定したときは、当該決定を受け

た者（以下「給付決定者」という。）の指定する金融機関の口座に支援金を振り込

むものとする。 

 

（給付決定の取消し） 

第１０条 市長は、給付決定者が偽りその他不正の手段により支援金の給付を受けた

と認めたときは、支援金の給付決定を取り消し、従業員成長応援支援金給付決定取

消通知書（様式第３号）により給付決定者に通知するものとする。 

 

（支援金の返還） 

第１１条 市長は、前条の規定により支援金の給付の決定を取り消したときは、給付

決定者に対し、期限を定めて、支援金の返還を命ずるものとする。 

２ 市長は、前項の規定により返還を命ずるときは、従業員成長応援支援金返還通知

書（様式第４号）により通知するものとする。 

 

（補則） 

第１２条 この告示に定めるもののほか、支援金の給付に関し必要な事項は、市長が

別に定める。 

 

附 則 

この告示は、令和８年９月７日から施行し、令和８年４月１日から適用する。 



 

別表（第４条関係） 

経費区分 経 費 の 内 容 

受講料 資格等に係る研修の受講に要する経費 

受験料 資格等に係る試験の受験に要する経費 

注 ただし、テキスト代（受講料又は受験料と明確に区分されている場合に限

る。）、振込手数料及び旅費（宿泊費、交通費）は対象外とする。


